
 再生利用
（リサイクル）

環境負荷量　概念図※1

CO2、NOx、PM、騒音、振動、排熱、油脂などCO2、排熱、排水、
空き缶・ペットボトル、
割り箸、生ゴミなど

CO2、排水
オフィスゴミなど

建設副産物、
CO2、PM、
自然改変など

自動車燃料（ガソリン、軽油）、
　　　　　タイヤ、オイルなど

電気3億5545万kwh
その他 ガス、水、
食糧、商品など

電気1965万kwh
水 75万m3
コピー用紙 6119万枚
自動車燃料451万ℓ
その他 文具など

生コンクリート20万m3、
土290万m3
骨材15万m3
その他 鉄、板など

建設（工事）建設（工事）
管理（維持修繕）管理（維持修繕）

管理管理
（道路照明、SA･PAの店舗等）（道路照明、SA･PAの店舗等）社屋社屋 自動車交通

再生骨材、鉄（電炉）、
再生プラスチック、
堆肥、再生紙など

紙（裏面）、封筒、
工事発生資材など

 再 再使用使用
（リユース）（リユース）

最終処分（焼却、減量、埋立）

パソコン、什器、
コピー機、照明、水道、
空調、連絡車両など

乗用車、
トラック、バスなど

建設機械、発電機、
トラック、ポンプなど

道路照明、店舗、
維持作業車両、
交通管理車両など

 再使用
（リユース）
 再使用
（リユース）

建設（工事）
管理（維持修繕）

管理
（道路照明、SA･PAの店舗等）社屋

社会で再生

事業活動に伴う物質フロー（主な品目）　概念図

土（他工事より搬入）：581 千m3
再生アスファルト・コンクリート：4千 t
生コンクリート（高炉）：135 千m3
コピー用紙 ( 再生紙 )：6119 万枚

土：2901千m3

アスファルト・コンクリート：465千m3

生コンクリート：201千m3

コピー用紙：6119万枚
電力量：375百万kwh
ガソリン：3496kℓ
軽油：1013kℓ
水道水の使用量：2888千m3

インプット※2 アウトプット
最終処分

建設発生土（他工事利用）：3688 千m3
アスファルト・コンクリート塊　402 千 t
コンクリート塊：46 千 t
建設発生木材：12 千 t
建設発生汚泥：6千 t
缶・ビン・ペットボトル：3803t
植物系廃棄物：70 千m3

事業活動

自社で再生

16 千m3
7 千 t
0.4 千 m3
2056t
167t

 焼却、減量

 埋立

再資源化再生材の利用※2

建設発生土（現場内利用）：2294 千m3
植物系廃棄物（堆肥等利用）：51 千m3
中水（お手洗い利用）：189 千m3

10 千m3
352t
4242t

サービスエリア（上下別）       98 箇所
パーキングエリア（上下別） 189 箇所

うち、無人のエリア（内数）100箇所

営業延長　　　　　　　   3258km

建設延長　  　　　　　　281km
うち、当年度開通     4.6km

連結     1IC

温室効果ガス排出量：1.2 百万 t-CO2

建設発生土：5998 千m3

建設廃棄物：472 千 t
植物系廃棄物：131 千m3

路面清掃ゴミ：2569t
SA･PAゴミ：6559t
（サービスエリア・パーキングエリアより排出分）

環境への影響

　NEXCO 西日本グループでは、高速道路の維持管理・建設・関連事業の事業活動に取り組みつつ、事業活
動が環境にどのくらい負荷を与えているか可能な限り定量的な把握に努め、環境配慮の取り組みを推進して
います。

事業活動と環境負荷

　NEXCO 西日本の高速道路・事業活動により、平成 18 年度に排出された温室効果ガスの量は、約10百
万 t-CO2と推計され、そのうち約９割が日平均で約 235 万台の自動車交通によるもの、残り1 割が事業活
動によるものです。事業活動により排出された温室効果ガスの量（年間約1.2百万 t-CO2）のうち、建設（工事）・
管理（維持修繕）によるものは、年間約１百万 t-CO2で、約８割でした。

　平成 18年度の事業活動に伴い投入された物質・エネルギーは、主な品目で、465 千m3 のアスファルト・
コンクリート、6千万枚のコピー用紙、375 百万 kwhの電気、4509kℓの自動車燃料、2888 千m3 の水道水な
どでした。
　排出物は、可能な限り再資源化に努めています。排出物の殆どを占める建設副産物は、98.5% が再資源化さ
れました。建設発生土は可能な限り自社現場内で利用し、植物系廃棄物は自社保有のプラントで堆肥化し高速
道路で利用するなど、排出物を自ら再生利用する省資源化も推進しています。
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自動車の走行速度と環境負荷※3

▲90万t-CO2

890万t-CO2
高速道路からの温室効果ガス排出量

高速・一定速度の走行による
温室効果ガス排出の削減量 大阪府の1.3倍の面積の森林が

年間に吸収する二酸化炭素の
量に相当

＋1.3万t-CO2

渋滞による
温室効果ガス排出の増加量

大阪市の中心部（中央区、北区、浪速区、天王寺
区、阿倍野区）の面積に相当する森林が年間に
吸収する二酸化炭素の量に相当

京都府

兵庫県

和歌山県

大阪府

大阪市

奈良県

　自動車交通により、地球温暖化の原因となる二酸化炭素（CO2）や、大気汚染の原因となる窒素酸化物
（NOx）、粒子状物質（PM）などが排出されますが、一定速度で走行する自動車は、これらの排出量が少なくなり
ます。高速道路では、自動車の走行速度が一定で速いため、一般道路に比べてPM･NOx･CO2の排出量が少な
くなる傾向にあります。また、高架橋、盛土、トンネルなどの道路構造が多い高速道路では、自動車と沿道の住居
等との距離が離れるため、自動車騒音が緩和される傾向にあります。

自動車交通と環境負荷

環
境
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要
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温室効果ガスの排出及び削減効果の状況※4
　高速道路を走行する自動車からの温室効果ガス排
出量は、約890万t-CO2と推計されます。仮に全ての
自動車が高速道路を一般道路と同じ速度で走行した
ら、約980万t-CO2の排出量となり、高速道路は、年間
にして約90万t-CO2の排出を抑制していると推計され
ます。これは、245千ha（大阪府の1.3倍の面積）の森
林が年間に吸収する二酸化炭素の量に相当します。

渋滞による環境負荷とその低減対策
　高速道路の本線で発生する渋滞は、本線渋滞損失
時間（自動車交通の走行速度が概ね40km/h以下の
状態が15分以上続き、かつ1km以上に 渡った場合、
このような状態の区間を通過するために生じた遅れ
時間と影響台数の積算値）で把握しています。
　渋滞が発生すると、円滑な交通を妨げ、定時性が
損なわれるばかりでなく、走行速度が低下すること
により、自動車から排出されるPM、NOx、CO2などの
環境負荷が増大します。
　平成18年にNEXCO西日本管内の高速道路本線
で発生した渋滞による損失時間は、382.8万台・時間
でした。これは、温室効果ガスの量にして、約1.3万
t-CO2※5（約3.5千haの面積の森林が年間に吸収する
二酸化炭素の量）の環境負荷増加に相当します。
NEXCO西日本は、円滑な自動車交通の確保を図り、
渋滞の解消に向けた取り組みを通じて、自動車交通
による環境負荷の低減に取り組んでいます。

※1

※2
※3
※4

※5

・環境負荷量の大きさを、CO2排出量を代表指標とした大きさで表しています。人、廃棄物処理、委託業者の社屋・事務所等より排出される温室効果ガスは含みません。
・建設（工事）、管理（維持修繕）によるCO2排出量は、「高速道路事業におけるCO2排出量の推計方法及び評価手法に関する報告書」（2004年4月（財）高速道路技術セ
　ンター）に基づき、過去の工事・維持修繕の実績に基づく規模当たりのCO2排出量の原単位及び工事進捗状況を勘案することにより推計。
・自動車交通によるCO2排出量は、平成17年度におけるNEXCO西日本管内の高速道路を利用した自動車の走行台キロ及び平均速度に、「自動車排出係数の算定根
拠」　（2003年12月国土交通省国土技術政策総合研究所）に示される車種別・走行速度別の二酸化炭素排出係数の乗算等により推計。
アスファルト・コンクリート、生コンクリートは、平成18年度に発注した工事の請負契約数量です。
「自動車排出係数の算定根拠」（2003年12月国土交通省国土技術政策総合研究所）より作成。
自動車交通による二酸化炭素排出量は※1に準じます。森林の二酸化炭素吸収量は、「温室効果ガス排出量算定に関する検討結果総括報告書」（平成18年8月環境
省）及び「森林資源現況調査結果」（平成15年8月林野庁）の1995年値に基づきます。また、一般道路を走行する自動車の速度は、「平成17年度道路交通センサス」
（国土交通省）に基づきます。
自動車交通による二酸化炭素排出量は、※1に準じます。森林の二酸化炭素吸収量は、※4に準じます。渋滞時の自動車の走行速度は、25km/hとしています。

参照ページ　　  円滑な交通の確保　（p.11）  
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阪和自動車道、泉大津美原線
阪和自動車道
中国自動車道、大阪中央環状線、新千里５号線
名神高速道路
第二京阪道路、一般国道１号（一般部）
西名阪自動車道、名阪北線
近畿自動車道、大阪中央環状線
近畿自動車道、大阪中央環状線

阪和深井畑山
阪和泉北
千里
緑が丘
長尾
西名阪柏原旭ヶ丘
摂津市役所
環境衛生検査センター

堺市中区
堺市南区
豊中市
高槻市
枚方市
柏原市
摂津市
東大阪市

所在地 測定対象道路測 定 局

0 20 40 60 80 100  (%)

達成
8局(100%)

0 20 40 60 80 100  (%)

NEXCO西日本管内の高速道路

（参考）全国の道路

有効測定局：8局

達成
399局(91.3%)有効測定局：437局 非達成

38局(8.7%)

0 20 40 60 80 100  (%)

達成
8局(100%)

0 20 40 60 80 100  (%)

NEXCO西日本管内の高速道路

（参考）全国の道路

有効測定局：8局

達成
385局(93.7%)有効測定局：411局 非達成

26局(6.3%)

名神高速道路
西名阪自動車道
名神高速道路
中国自動車道
阪和自動車道
浜田自動車道
山陽自動車道
広島自動車道
山陽自動車道
松山自動車道
長崎自動車道
東九州自動車道
九州自動車道

大阪府
　〃
兵庫県
　〃
和歌山県
島根県
広島県
　〃
山口県
愛媛県
長崎県
大分県
鹿児島県

都道府県

高槻市、豊中市、吹田市、茨木市、島本町
柏原市、藤井寺市、羽曳野市
尼崎市
宝塚市
海南市
浜田市
広島市
広島市
岩国市
松山市、新居浜市
長崎市、諫早市
大分市
姶良町

監視対象とされた道路 評価された範囲(市町村)

沿道騒音の状況

沿道大気の汚染状況

　沿道の騒音状況は、全国で地方公共団体により監
視され、環境基準達成状況が公表されています。
　平成17年度におけるNEXCO西日本管内の高速
道路沿道騒音の状況は、評価の対象とされた
180km・17.5千戸の住居等について、15.2千戸
(86.7%)が環境基準を達成と評価されました。また、
騒音規制法に基づく道路の構造改善等の意見陳述、
都道府県公安委員会に対する交通規制等の要請は
ありませんでした。

　沿道大気の汚染状況は、全国で国・地方公共団体
により道路端近傍に設置された自動車排出ガス測定
局で監視され、環境基準値との適合状況が公表され
ています。
　平成17年度にNEXCO西日本管内の高速道路を
監視の対象とした自動車排出ガス測定局は、関西地
域に8測定局あり、これらの測定局における監視の
結果は、二酸化窒素・浮遊粒子状物質ともに、環境
基準を達成とされました。また、大気汚染防止法に基
づく道路の構造改善等の意見陳述、都道府県公安委
員会に対する交通規制等の要請はありませんで
した。

0 20 40 60 80 100

昼間・夜間とも達成
15205戸(86.7%)

夜間のみ達成
27戸(0.2%)

夜間超過
2303戸(13.1%)

0 20 40 60 80 100

昼間・夜間とも達成
2459千戸(84.4%)

夜間のみ達成
22千戸(0.7%)

夜間超過
434千戸(14.9%)

沿道騒音の環境基準達成状況（平成17年度）※1

評価対象 17535戸
　（180km）

評価対象 2914千戸
　（13985km）

NEXCO西日本管内の高速道路

（参考）全国の道路

二酸化窒素の環境基準達成状況（平成17年度）※2

浮遊粒子状物質の環境基準達成状況（平成17年度）※2

高速道路沿道の自動車排出ガス測定局（平成17年度）※2

沿道騒音監視の対象とされた高速道路（平成17年度）※1

「平成17年度自動車交通騒音実態調査報告」（平成19年4月環境省）より作成。
・「平成17年度大気汚染状況について」（平成18年10月環境省）及び（独）国立環境研究所環境GIS環境数値データベース(http://www-gis.nies.go.jp/)
　 より作成。
・NEXCO西日本管内の集計対象とした自動車排出ガス測定局は、高速道路より50m以内に採取口があるものとしました。

※1
※2
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自動車燃料電気 ガス

174.6千t-CO2
(90.5%)

10.8千t-CO2
(5.6%)

375.1百万kwh

7.5千t-CO2
(3.9%)

193千t-CO2（平成18年度）

都市ガス
367.5千Nm3

LPガス
3246t

ガソリン
3496kℓ

軽油
1013kℓ

[3.74×106GJ] [1.78×105GJ] [1.60×105GJ]

[4.08×106GJ]

0 20 40 60 80 100

再資源化（現場内利用）
2294千m3(38.2%)

NEXCO西日本
再資源化（他工事利用）
3688千m3(61.5%)

最終処分（埋立）
16千m3(0.3%)

建設発生土（搬出土）
5998千m3(平成18年度）

0 20 40 60 80 100

再資源化
465千t(98.5%)

最終処分（埋立）
7千t(1.5%)

建設廃棄物
472千t(平成18年度）

0 20 40 60 80 100

（参考）全国
最終処分（埋立）
1百万m3(0.5%)

建設発生土（搬出土）
213百万m3(平成17年度）

0 20 40 60 80 100

再資源化
71百万m3(92.2%)

最終処分（埋立）
6百万t(8.5%)

建設廃棄物
77百万t(平成17年度）

再資源化（他工事等利用）
194百万m3(90.9%)

再源化（現場内利用）
18百万m3(8.5%)

その他 

コンクリート塊 　   

アスファルト・コンクリート塊

建設発生木材    
建設汚泥

建設混合廃棄物

48千t(10.1%)

401千t(85.0%)

12千t( 2.6%)
10千t( 2.1%)
1.6千t( 0.2%) 363万t( 4.7%)

293万t( 3.8%)
752万t( 9.8%)
471万t( 6.1%)

2606万t(33.8%)

3215万t(41.8%)

（参考）全国（平成17年度）NEXCO西日本（平成18年度）

建設混合廃棄物
建設汚泥

建設発生木材    

アスファルト・コンクリート塊

コンクリート塊 

472千t 7700万t

0 20 40 60 80 100  (%)

再資源化
2150t(32.8%)

最終処分（埋立）
167t(2.5%)

最終処分（焼却・減量）
4242t(64.7%)

サービスエリア・
パーキングエリア

  6559t

0 20 40 60 80 100  (%)

再資源化
2311t(25.3%)

最終処分（埋立）
2223t(24.4%)

最終処分（焼却・減量）
4594t(50.3%)

計
  9128t

路面の清掃
  2569t

0 20 40 60 80 100  (%)

最終処分（焼却・減量）
352t(13.7%)

再資源化
161t(6.3%)

最終処分（埋立）
2056t(80.0%)

※

※

エネルギー・資源の使用

電気・燃料の使用状況
　平成18年度は、375.1百万kwhの電気、368千
Nm3の都市ガス、3246tの液化石油ガス(LPG)、
3496kℓのガソリン、1013kℓの軽油を使用し、計
193千t-CO2の温室効果ガスが排出されました。この
うち電気の使用が90.5%を占め、非常に高い割合で
あることから、NEXCO西日本では、電気使用量の削
減を重点的に取り組むとともに、自然エネルギーに
よる発電電力の利用も行っています。

建設副産物の再資源化の状況

建設副産物（廃棄物）の排出量

建設副産物の排出・再資源化の状況
　事業活動による排出物の中で最も大きな割合を
占めるのが建設副産物です。
　平成18年度の建設（工事）・管理（維持修繕）に伴
う建設副産物の排出量及び再資源化の状況は、全
国と比べると、舗装の修繕工事に伴うアスファルト・
コンクリート塊の発生割合が多いこと、建設発生土
の現場内利用の割合が多いこと、建設副産物全体
の再資源化の割合が全国に比べて多いことが特徴
となっています。NEXCO西日本では、可能な限り建
設副産物の再資源化に努めています。

参照ページ　　  発生材の再資源化・再生利用  （p.31） 

※  全国の状況は、「平成17年度建設副産物実態調査結果について」（平成18年12月8日国土交通省）に基づき作成。

高速道路で発生するゴミの状況
　高速道路から排出される廃棄物で、大きな割合を
占めるのがサービスエリア・パーキングエリアで発
生するゴミ及び路面の清掃で発生するゴミです。
　平成18年度に、サービスエリア・パーキングエリ
アで発生したゴミの量は6559t、路面の清掃で発生
したゴミの量は2569tであり、これらを合わせると
9128tでした。

高速道路のゴミ　発生と再資源化の状況（平成18年度）

参照ページ　　  廃棄物の発生抑制　（p.27） 
    高速道路の美化・清掃　（p.40） 

参照ページ　　　電気の節約・省エネルギー　　    （p.19） 
　 自動車排出ガスの抑制・低公害車導入の推進　（p.23） 
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